
（出資勘定・連結）

Ⅰ．連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１． 連結の範囲に関する事項

 （１）　連結の範囲に含めた特定関連会社の数

1社

 （２）　連結の範囲に含めた特定関連会社

株式会社横浜画像通信テクノステーション

２． 持分法の適用に関する事項

 （１）　持分法を適用した関連会社の数

３社

 （２）　持分法を適用した関連会社

株式会社北陸メディアセンター、株式会社神奈川メディアセンター、株式会社デジタル

スキップステーション

 （３）　投資事業組合の持分法適用に関する取り扱い

テレコム・ベンチャー投資事業組合については、組合の収益・費用を当社の出資持分割合に

応じて計上しているため、持分法適用から除外しております。

３． 連結の範囲に含めた特定関連会社の事業年度等に関する事項

特定の関連会社の決算日は、独立行政法人の決算日と同じであります。連結財務諸表の

　作成にあたっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。

４． 会計処理基準に関する事項

 （１）　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　　工具器具備品　　　３年建物 １５年～５０年

機械装置 　３年～　８年

工具器具備品 　４年～２０年

②　無形固定資産

　　　　定額法を採用しております。

ソフトウェア 　５年

 （２）　重要な引当金の計上基準

①　賞与引当金

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当期負担額を計上しております。

②　退職給付引当金

退職一時金について当期末要支給額を計上しております。

 （３）　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

投資事業組合の直近の期末財務諸表に基づき当機構の持分割合に応じて純額

方式により計上しております。

 （４）　消費税等の会計処理

独立行政法人の消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

特定関連会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５． 特定関連会社の資産及び負債の評価に関する事項

全面時価評価法を採用しております。

注記事項



Ⅱ．追加情報

　（認可法人通信・放送機構との統合）

平成16年４月１日に認可法人通信・放送機構と統合し、新たな独立行政法人情報通信研究機構

　　として発足致しました。

　（独立行政法人移行時の承継資産の評価）

独立行政法人情報通信研究機構が承継する資産に係る評価委員会が決定した公正な評価額に

　　より評価が行われ、その一切の権利及び義務を承継しております。

　　【統合により、通信・放送機構より承継した資産及び負債・資本の内訳】

（単位：円）

金　　額

　現金及び預金 　未払金 173,526
　前払費用 　未払費用 11,542
　未収収益 　賞与引当金 163,450
　未収消費税等

　未収入金 348,518

　投資有価証券

　長期性預金 　政府出資金 5,350,000,000
　関係会社株式 繰越損失金

　敷金・保証金 　承継欠損金 △ 2,386,524,138

2,963,475,862

2,963,824,380

Ⅲ．連結損益計算書注記

*１ ．その他の業務費のうち主要な費目及び金額

販売商品原価　　　　　　　　 円

賃借料 円

委託料 円

*２ ．一般管理費のうち人件費の内訳

役員報酬　　　　　　　　　 円

給与　　　　　　　　　　 円

共済掛金　　　　　　　　　　 円

その他の人件費　　　　　　　 円

*３ ．その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額

福利厚生費 円

委託料　　　　　　　　　　　 円

公租公課 円

減価償却費 円

133,177
129,998

6,140,857

5,557,656

42,301,411
15,677,536

4,133,459
15,325,657

流動資産 流動負債

科　　目 金　　額 科　　目

資産の部 負債の部

800,000,000
1,411,159,421

480,781

資本合計

13,028,640

負債合計

105,613,179

1,188,068
32,235

107,498

29,258

2,963,824,380 負債資本合計

15,002,370
37,336,056

資産合計

645,213,940 資本金
固定資産



Ⅳ．連結キャッシュ・フロー計算書注記

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金　　　 円

定期預金　　　 円

資金期末残高 円

Ⅴ．有価証券注記

時価評価されていない有価証券

 （１）　その他有価証券

（単位：円）

 （２）　関係会社株式

　　　　関係会社株式で時価のあるものは、ありません。

Ⅵ．重要な後発事項

当該事項はありません。

538,899,043

613,899,043
△ 75,000,000

合計 647,837,900

内容 貸借対照表計上額

その他 647,837,900


